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7．「総合経済対策J（平成4年8月28日）の実施状況と今後の見通し

決　定　事　項

平成4年10月9日

経済対策閣僚会議

実　施’状　況　と　今　後　の　見　通　し

1．公共投資等の拡大

公共投資等については、公葬用地の先行取得を含め次のとおり、総額8兆6．000

億円の事業規模を確保するタ

（1）一般公共事業については、引き続き施行の促進を図るとともに、各地域経済の実情

を踏まえ、国展生活の質の向上に重点を置いた分野にできる限り配慮しつつ、事業費

3兆4，000億円を追加する。

（2）災害復旧事業については、復旧進度を大幅に高めることにより速やかな事業実施を

図ることとし、事業費5．000億円を追加する。

（3）国民生活基盤、研究開発基盤の充実を図るため、文数施設、研究施設等をはじめ各

種施設等の整備を積極的に推進することとし、事業費5．500億円を追加する。

（4）公共用地の先行取得を含め公団等の事業費5，500億円を追加する。

・新たに追加される分も含めて公共事業等が全体として円滑に実施されるよう、引き続き

下半期も含めた施行の促進を図ることとしている。

・多くの都道府県等において、国庫補助事業に係る支出を9月議会における補正予算等に

計上し、早期の事業執行を図ることとしている。

・一般公共事業の追加については、追加的財政措置を検討中。

・災害復旧事業の追加については、追加的財政措置を検討中。

・各種施投等の整備については、追加的財政措置を検討中。

・日本道路公団、住宅・都市整備公団等については、用地の先行取得を含め、事業の施行

促進を図ることとし、事業費2．968億円を追加し、これに対応して次のとおり財政投

融資資金2．558億円を弾力条項により追加したく9月25日）。

日本道路公団

首都茜遠道路公団

阪神高速道路公団

本州四国連絡橋公鼻財政投融資追加

802　　億円

523

73

32

侍宅・醜市整備公団　　　　1．000



決　定　事　項 実　施　状　況　と　今　後　の　見　通　し

地域振興整備公団　　　　　　　128

合計 2．558

（51地方単独事業についても、引き続き施行の促進を図るとともに、地域の実情に即し

て道路、下水道、一般廃棄物処理施設等の住民に身近な社会資本の整備等を一層積極

的に推進することとし、これに必要な地方債の追加等を行い、1兆8．000億円の

事業費を確保する。

また、公共用地の先行取得については、地方債の穣桂的活用等により、1兆円の事

業費を確保する。

（6）住宅建設の促進を図るため、住宅金融公庫及び年金福祉事業団の住宅融資制度の拡

・完を行い、事業規模8．000億円を追加する。

2．公共用地の先行取得

一公共事業等の円滑な実施を図るとともに土地取引の流動化にも資するため、地価動向

に十分配慮しつつ、公共投資等の拡大のうち、次のとおり総額1兆5．500億円の規

模で公共用地の先行取得を行う。

・特別会計の2．500億円程度の事業費追加については、追加的財政措置を検討中。

・9月補正予算の編成に先立って、全国総務部長会議（8月19日）において地方単独事

業の追加及び公共用地の先行取得に積極的に対応するよう地方公共団体に要請したこ

・平成4年9月25日付けで、平成4年度地方債計画を改定し、所要の地方債の追加を行

うとともに、地方公共団体が地方単独事業の追加を行いやすいように、道路、河川等の事

業部こついて地方債の充当率の引上げを行うほか、後年度の元利償還金の一部に交付税措

置のある地方債の仕組みを活用することとした。

・これらを受けて、都道府県、指定都市の9．月議会における地方単独事業費の追加計上見

込額（普通会計）は、おおむね9．500億円となっている。

なお、指定都市を除く市町村分については、現在珂査中である。

（事業費及び財政投融資資金の追加）

・住宅金融公庫の融資事業及び年金福祉事業団の被保険者住宅融資事業については、事業

計画、資金計画の変更認可により、それぞれ5．000億円、3．046億円の事業規模

を追加することとし、これに必要な資金としてそれぞれ財政投融資資金4．000億円、

1．828億円を弾力条項により追加した（9月25日）。

（主体制度改善）
l

・3．住宅投資の促進の（1）及び（2）を参風。
′
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実　施　状　況　と　今　後　の　見　通　し

川　用地の先行取得のための国庫債請負迫行為について事業費1．500億円を追加す

る。・

（2「道路整備特別会計、都市開発資金融通特別会計等において、用地の先行取得のため

事業費2．500億円を追加する。

（3）日本道路公団、住宅J都市整備公団等における用地の先行取得のため、事業費1．

500億円を追加する。

（41地方公共団体等に掛ナる用地の先行取得の促進を図るため、・土地開発基金及び土地

開発公社の活用を図る上ともに、公共用地先行取得債等による棟種的な対応を図るこ

とにより、全体として事業費1兆円の確保を図る。

また、日奉国有鉄道清算事業団用地及び市斬ヒ区域内農地の先行取得については、

利子負担軽減のため所要の轟置を鵠ずる。

15）なお、土地取引の目安として地域の地価動向に関する情報を市場に提供するため、
ヽ

短期的な地価動向を迅速に把握、提供する体制の充実を図る。また、現下の地価動向

にかんがみ、公共用地の先行取得が現在の地価を反映した適正な価格で行われるよう

、各種地価情報の収集、活用体制の充実を図る。

・追加的財政措置を検討中。

・追加的財政措置を検討中。

・日本道路公団、住宅・都市整備公団等が行う用地の先行取得について事業費1．563

億円（うち156億円たっいては翌年度支出予定）を追加し、これに対応して所要の財政

投融資資金を弾力条項により追加した（9月25日）。

・缶畢用地の先行取得について臥9月補正予算の甫成幸において鞍種和こ対応するよう

地方公共団体に要請するとともに、地方債計画の改定に降し、公共用地先行取得等事業債

の確保及びこれへの政府資金の導入を図った。

・また、平成4年度から平成6、年度までの問に日本国有鉄道清算事業団用地及び市酎昭

域内農地を先行取得する場合、これらに要した地方債等の金利負抱の2％に対して交付税

措置を鵠ずるほか、これらの用地の取得に係る公営企業金融公庫資金については臨時特別

利率を適用することとしたく10月1日）。

・総合的な土地政策の一層の推進を国る観点から、各都道府県等に対してr短期地価動向

検討委真金」の毀置等について真春で要請した（9月1日）。

・なお、最近の地価動向に関する情報として、ノ平成4年度都道府県地価調査く7月1日時

点）の結果を公表した（9月22日）。

・適切な土地評価の推進について不動産鑑定士等に対し女書で指導したく9月1日）。

・各発注機関に対し、公共事業等に直接必要な事業用地の先行取得を推進するとともに、

各種地価情報の十分な収集、活用を通じて、最新の地価動向を踏まえた適正な価格で取得

を行うよう文書で指導した（9月1日）。

・文書による関係機関への要害削こより、部道府県の用地対策連絡（協議）会にr地価情報

連絡協議会」を設置して、用地担当部局と地価調査担当部局とが密接に連絡凋整を図りっ

つ、定期的かつ租轍的に地価情報の収集、清用等を図ることとしている（9月1日）。1

0月8日現在で全国47都道府県のうち38団体において第1回の協議会を開催しており
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決　定　事‘項 実，施　状　況　と　今．後　の　見　通　し

3．住宅投資の促進

住宅投資については、宅地の円滑な供給を図りつつ、住宅建設を促進するため、住宅

金融公庫及び年金擢祉事業団等の住宅融資制度を拡充する。

（1）住宅金融公庫

①　貸付枠1万戸の追加を行うとともに、申込受付期間を拡大する。

、残りの団体も速やかに第1回を開催する予定。

・貸付枠54万戸を55万戸に拡大する等のため、9月25日、弾力条項の発動により財
③　個人住宅の建設、購入を促進するため、特別割増貸付けの貸付額を増額する（2 政投融資資金4．0廿0億円（事業規模5．0 00億円）を追加した。

00万円）。 ・平成4年度の申込受付期間を次のとおり拡大した。

③　良質な住宅ストックの形成を促進するため、貸付対象となる住宅の面積上限を引 第2回マイホーム新兵融資及び田園住宅融資の募集期間を延長した。

き上げる（現行220dを24 0汀自こ改定）とともに、大型住宅の貸付限度額を増 7月20日－9月11日（40官業日）→7月20日～10月16日（6 3営業日）

額する（10 0万円）こ 上期に引き続き、マンション融資、建売住宅融資の年度後半の募集期間を常時募集と

④　優良分譲住宅等の購入を促進するため、貸付対象となる竣工後経過期間を延長す することとした．

る（現行2年を3年に延長）。 ・住宅金融公庫撞施行令等の一部改正（10月1 4日施行予定）などにより、’次のとおり

⑤　中古住宅市塙を活性化するため、中古住宅に対す革融資制度を拡充する（金利の特別割増貸付けの貸付限度額を引き上げ、7月2 0日に遡及して通用することとしている

基準金利への引下げ、償還期間の延長、特別割増貸付けの2 00万円増額）’。
○

⑥．良質な民間賃貸住宅の建設を促進するため、特別割増貸付けの貸付額を増額する

（180万円）。

⑦　住宅の改良を促進するため、特別割増貸付けの貸付額を増額する（100万円）

改　　 訂　　 前　　 改　　 訂　　 後

個人住宅建投　　 90 0万円／戸　 1，10 0万円／戸

とともに、マンション管理組合に対する債務保証限度額を引き上げる（現行50万

円を10 0万円に改定）。

（害悪芸Ⅲ ：：：票 雲 】 し：告票完 ］

⑧　駐車場整備を促進するため、住宅建設に伴う駐車場設置に係る融資制度を拡充す 優良分譲住宅購入等　　 90 0万円／戸・ 1．10 0万円／戸

る（戸建住宅を駐車場割増貸付けの対象に追加する等）。 中古住宅購入　　 90 0万円／声　 1．100万円／芦

⑨　宅地供給を促進するため、宅地造成に対する融資制度を拡充する（現行融資率5
l

民間賃貸住宅建設　　 32 0万円／戸　　　　 5 00万円／戸

～8割を8～9割に疎定）e ’住　 宅　 改　 良　 10 0万円／戸　　　　 200万円／戸

・住宅金融公庫業務方法書の「一部改正（9月11日認可）などにより、貸付対象となる住
宅の面積上限を220汀は、ら24 0rdに引き上げ、8月3 1日に遡及して適用することと
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決　定　事　項 実　施　状　況　と　今　後　の　見　通　し

した。

・住宅金融公庫法施行規則の一部改正（10月14日施行予定）などにより、大型住宅に

係る貸付限度額を2．200万円から2．300万円（優良分譲住宅の購入の場合）に引

き上げる等の措置を行い、7月20日に遡及して適用することとしている。

・優良分譲住宅の購入など新築住宅貸付けの対象となる竣工後経過年数を2年以内から3

年以内に延長し、8月31日以後適用することとした。

・中古住宅に係る貸付けについて、金利の引下げ、僕達期間の延長を行うため所要の法改

正を次期国会に接出すべく準備中。

・（財）マンション管理センターが債務保証を行うことにより無担保で非法人であるマン

ション管理組合に貸し付けられる住宅改良資金の貸付限度額を50万円／戸から100万

円／戸に引き上げることとしている（10月14日予定）。

・戸建て住宅の建設又は購入に伴う駐車場設置に係る貸付けについて100万円の割増融

資制度を設けることとしている（10月14日予定）。

・駐車場設軋こ係る割増融資制度の適用対象となる要件を緩和し、設置率（駐車可能台数

／住戸数）を1°00％から80％に引き下げるほか、東京圏、大阪圏において機械式等の

駐車施設の役置率が4q％以上の集合住宅団地に係る割増融資の限度額を100万円／戸

から2．00万円／戸に引き上げ、7月20日に遡及して通用することとしている（10月

14日予定）。

・公的主体が行う宅地造成に係る融資率を80％から90％に引き上げるなど宅地の達成

等に係る融資率を5－8割から8～9割に引き上げ、7月20日に遡及して通用すること

としている（10月14日予定）。

（21年金福祉事業団

年金福祉事業団の特別貸付けの披保険者鈍間区分の見直しを行うとともに、貸付対

象となる住宅の面積上限を引き上げる（現行220dを240dに改定）．。

・年金福祉事業団貸付業務方法書の一部改正（9月18日認可）により年金福祉事業団の

住宅融資の貸付対象となる住宅の面積上限を220dから240dに引き上げ、8月31

日に遡及して適用しているはか、特別貸付けの被保険者期間区分を下表のとおり見直して

卵限度捌き上げる奪している（10月19日実施軌
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決　 定　 事　 項 実　 施　 状　 況　 と　今　 後　 の　 見　 通　 し

（3）その他

・勤労者の持家取得を促進するため、雇用促進事業団及び住宅金融公庫等の勤労者財

（霊禁 雲金）　　　　　　 旺 』 が今回欄

被保険者期間　 1 0年以上 1 5年以上　 2 0年以上　 2 5 年以上

住宅区分　　　　　　　　　　 1 5年未満 1 2 0年未満 1 2 5年末満

新築住宅・新築購入住宅 ・ 3 2 0 万円　 4 1 0 万円　 6 1 0万円　 6 7 0万円

．； 禁書票 ふ慧 岩 音’購　 4 1 0万円 l 6 7 0万円

2 2 0万円恒 0万円： ：…芦 霊等芸雲孟存中音 忙 車 高 ¶ l 。5 。万。

・勤労者財産形成促進法施行令の一部改正 （1 0月1 4 日施行予定）などにより、貸付最
産形成持家融資制度を拡充する （貸付最高限度額の引上げ等）。 高限度額を3．0 0 0．万円から4．0 0 0万円に引き上げ、8月3 1 日に遡及して適用す

ることとしている。

・良質な既存住宅を利子補給制度の対象とするため、所要の政令改正等を準備中。

・雇用促進事業団勤労者財産形成業務方法書等の一部改正 （9月2 2 日認可）により、貸
付対象となる住宅の面積上限を2 2 0 皿紬、ら2 4 0 d に引き上げ、8月3 1 日に遡及して

適用している。

・新築住宅貸付けの対象となる竣工後経過年数を2年以内から3年以内に延長し、8月3

1 日に遡及して適用している。

卸す匿一＿　＿＿
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決　定　事　項
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実し施　状　祝　と　今　後　の　見　通　し

4．民間設備投資の促過　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

川　設備投資を促進するための税制上の掃訂

省力化、合雪酎ヒ関連等の民間設備投資を促進するため、臨時時限の措置として、中

小企業の高度化、環境にも配慮したエネルギーの有効利用、研究開発に資する設備約
′

13・0設備を、中小企業新技術体化撃資促進税制、エネルギー需給構造改革推進投資

促進税制、塞盤技術研究開発促進税制の対象に追加する（10月1日実施）。本措置

により、直接対象となる設備のほかそれに付随して購入される設備等を加えれば、相

当規模の投資が促進′されるものと期待される。く

（2）政府関係金融機関の融資の活用等

民間設備投資を促進するため」日本開発銀行、北海道東北開発公庫等において総額

9，000億円謹度の貸付枠の追加等を行うとともに、省力化、省与ネルデー、環境

対策投資等のための融資制度を拡充する。

（3）電力事業、ガス事業、NTT、KDD等の設備投資の円滑な実施

①　電力事業及びガス事業について平成4年度中に、1．－300億円程度を目途に投

資等の追加に努力するとともに、平成5年度から平成4年度下半期に発注を5．0

00億円程度繰り上げるよう要請する。

なお、電力事業については、平成4年度及び平成5年度において合計で過去2年

・以下のとおり合計130設備を3税制の新たな対象としたく9月28日告示、10月1

日施行）。

中小企業新技術体化投資促進税制

エネルギー需給構造改革推進投資促進税制

基盤技術研究開発促進税制‘

45設備

62設備

23設備

・手引書を作成し、マスコミ及び業界団体に対して配布するなど、制度の利用促進のため

機種的な疲R活動を実施した（9月28日）。

・、また、今後四半期毎に実際の利用状況及び付随投資額を把達するた吟、関係省庁、団体

等にその協力を要請した、（9‾月28日）。

・北海道東北開発公卿こ対し500億円甲貸付枠の追加を実施することとし、所要の財投

追加を行った（9月25日）。

・日本開発銀行に対し7，000億円の貸付枠の追加を実施することとし、与信限度倍率

に係る日本開発銀行法の十細改正後、所要の財投追加を実施予定。また、大幅な事業規模

の伸びを確保している当初貸付計画を前倒しで実行することにより資金の円滑な供給を行

っている。

・日本開発銀行、北海道東北開発公庫の省力北設備投資促進融資制皮の金利を引き下げた

く9月1日）。

・日本開発銀行のエネルギー有効利用融資制度、オゾン層保護対策設備導入促進融資制度

について、対象設備の追加等の拡充を準備中。

・通商産業省から、電気事業連合会、日本ガス協会に対して設備投資の追加等を要請した

く8月28日）。現在、両業界においては鋭意実施中である。
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間の投資規模（約8兆円）を約1兆円以上上回る設備投資を見込んでおり、その円

滑な実施を図るよう要請する。

②　NTT、KDDをはじめとする第一種電気通信事業者については、平成5年度の

設備投資の前倒し及び投備投資額の上乗せにより、平成4年度の設備投資額を更に

700億円程度追加くこれによって平成4年度の設備投資額は合計2兆6．300

億円程度）すべく努力するよう要請する。

5．中小企業対策等

厳しい経嘗環境下Iこおいて、中小企業に対する一層の金融の円滑化を図るとともに、

中小企業の構造改革を促進するため、政府関係中小企業金融機関等を通じ、以下のよう

な捨置を溝ずること等により、総額1兆2．000億円規模の貸付枠の追加等を実施す

る。

Ⅲ　中小企業の経営安定対策

①　中小企業の資金調達の円滑化を図るため、国民金融公庫及び中小企業金融公庫等

の貸付限度執こ大幅な別枠を設けること等により貸付規模を拡大する。

②　中小企業の経営安定を図るために必要な低利資金を供給するため、．緊急経常支援

貸付制度を中小企業体質強化資金助成制度において創設する。

③　小企業等の経営安定を図るため、国民金融公庫の小企業等経営改善資金融資制度

（マル経制度）等の貸付限度額を引き上げる。

（2）中小企業の構造改革のための設備投資促進等

・郵政省から、社団法人電気通信事業者協会に対して設備投資の追加等を要請した（9月

1日）。現在、業界においては鏡意実施中である。

・国民金融公庫及び中小企業金融公庫等の貸付限度執こ大幅な別枠を設けたく9月16日

、本年度未まで）。

図民金融公庫

直接貸付　別枠2．000万円（現行：一般貸付

総理貸付　別枠2．000万円（現行：一般貸付

中小企業金融公庫

4．000万円）

2．000万円）

直接貸付　別枠2億円　　　（現行：一般貸付‘4億円）

代理貸付　別枠1億円　　　（現行：一般貸付1億円）

・上記措置等による貸付規模の寧大については準備中。

・中小企業の経営安定を図るための低利融資制度の創設について準備中。

・国民金融公庫の小企業等経宮改善資金融資制度等の貸付限度額500万円にlb0万円

の別枠を追加した（10月1日、期間は1年間）。・


